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       ＴｉｋＴｏｋ 

 

 中国の企業「バイトダンス社」が運営している

動画投稿アプリＴｉｋＴｏｋ。全世界で１０億人、

日本でも１,５００万人以上の利用者がいて、  

ＴｉｋＴｏｋをきっかけに楽曲がヒットしたり、人気

のインフルエンサーが現れるなど、多くの流行

を作り出しています。最近では自治体や企業

も情報発信などに活用しています。 

 米国ではユーザーのＹｏｕＴｕｂｅ視聴時間を

ＴｉｋＴｏｋが上回っている程です。       

そんなＴｉｋＴｏｋですが各国が厳しい対応をす

る方向に動いています。 

 米国やカナダ、ＥＵは政府職員が仕事で使う

端末でのＴｉｋＴｏｋの使用禁止を発表していま

す。日本でも機密情報を取り扱う政府職員用

の公用端末において、禁止していると明らか

にしています。米国では民間人も含めて利用

を全面的に禁止する法案まで現れています。

成立には上下院の本会議での可決とバイデ

ン大統領の署名が必要で、今後成立するか

は不透明ですが、成立すれば１億人を超える

米国ユーザーに影響がでるため審議の行方

に関心が集まっています。米国で反ＴｉｋＴｏｋ

の風が強まったのは、中国から飛来した偵察

気球の存在が明らかになった影響もあるようで

す。 

 ただ米議員の中には、「何かを排除するとい

う前例を作るのは危険だ、何か一つを排除す

れば、いずれ他のものも排除できるようにな

る」との慎重な意見もあります。         

 各国がここまで厳しい対応をしているのには

各報道にある通り、中国が利用者の個人情報

を不正に入手される可能性があるという理由です。 

運営する「バイトダンス社」は他のソーシャルメディア

企業と同様の運営をしていると主張。仮に中国政府

がデータを渡すよう命じられても、決して応じないとし

ています。日本政府は各国に比べると落ち着いた対

応をしています。 

 松野官房長官は「今後も海外の動向を把握するとと

もに、必要に応じて適切な対応をしていく」と話しまし

た。                              

自民党でデジタル分野の規制を検討するルール形

成戦略議員連盟会長の甘利明前幹事長は、政府関

係者の利用制限は必要としつつも全面禁止には慎

重になるべきだとしています。 

 「どこかの国が制限したから、それに引っ張られて 

やるなど、情緒論にならないで冷静に科学的知見に

よってリスクを分析、解析、管理していくことが必要で

ある」と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


